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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第45期

第３四半期累計期間
第46期

第３四半期累計期間
第45期

会計期間
自 平成28年11月１日
至 平成29年７月31日

自 平成29年11月１日
至 平成30年７月31日

自 平成28年11月１日
至 平成29年10月31日

売上高 (千円) 24,182,413 25,707,951 30,744,480

経常利益 (千円) 1,944,028 2,412,735 2,342,208

四半期(当期)純利益 (千円) 1,322,154 1,625,890 1,468,570

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,236,515 1,236,515 1,236,515

発行済株式総数 (株) 10,485,000 10,485,000 10,485,000

純資産額 (千円) 11,946,645 13,376,138 12,093,061

総資産額 (千円) 20,000,087 21,340,780 21,541,972

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 129.51 159.27 143.86

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 129.46 159.09 143.78

１株当たり配当額 (円) ― ― 35.00

自己資本比率 (％) 59.7 62.5 56.1
 

 

回次
第45期

第３四半期会計期間
第46期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成29年５月１日
至 平成29年７月31日

自 平成30年５月１日
至 平成30年７月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 17.17 12.25
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は関連会社を有しておりませんので、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間（平成29年11月１日～平成30年７月31日）における我が国の経済は、企業収益の改善や設

備投資の増加、雇用環境の改善を背景に緩やかな回復基調が続いていると思われます。一方、海外情勢は、米国と

中国・ＥＵによる貿易摩擦の激化、新興国の景気減速など、先行きは依然として不透明な状況となっております。

このような状況のもと、当社におきましては、上期は、暖冬で雪の少なかった前年と比べ、全国的な降雪・積雪

となったことでスタッドレスタイヤの販売において好調に推移しました。下期は、前年において９月・10月に国内

タイヤメーカーの値上げに伴う駆け込み特需があり、厳しい状況が期末まで続くと懸念されるなかで、新たに『タ

イヤパンク保証サービス』の販売を開始するなど、収益性の向上に努めております。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高は25,707百万円（前年同期比6.3％増）、営業利益は2,361百万円（前

年同期比28.2％増）、経常利益は2,412百万円（前年同期比24.1％増）、四半期純利益は1,625百万円（前年同期比

23.0％増）となりました。

品種別売上高の状況は、タイヤ・ホイールは22,605百万円（前年同期比6.6％増）、用品は1,055百万円（前年同

期比4.1％増）、作業料は2,046百万円（前年同期比4.7％増）となりました。また、販路別売上高の状況は、店舗売

上高は16,962百万円（前年同期比7.1％増）、本部売上高は8,745百万円（前年同期比4.7％増）となっております。

 

(2) 財政状態の分析

①資産の状況

当第３四半期会計期間末における資産は21,340百万円（前事業年度末比201百万円の減少）となりました。主な

変動要因は、現金及び預金1,391百万円の増加、商品691百万円の減少、売掛金526百万円の減少及び有形固定資産

422百万円の減少などによるものであります。

②負債の状況

当第３四半期会計期間末における負債は7,964百万円（前事業年度末比1,484百万円の減少）となりました。主

な変動要因は、買掛金838百万円の減少、短期借入金400百万円の減少、長期借入金163百万円の減少及び前受金

140百万円の減少などによるものであります。

③純資産の状況

当第３四半期会計期間末における純資産は13,376百万円（前事業年度末比1,283百万円の増加）となりまし

た。主な変動要因は、利益剰余金1,268百万円の増加などによるものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,400,000

計 30,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年９月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,485,000 10,485,000
東京証券取引所
（市場第一部）

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式
（単元株式数　100株）

計 10,485,000 10,485,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年７月31日 ― 10,485,000 ― 1,236,515 ― 1,273,115
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成30年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  276,300

―
株主としての権利内容に制限の
ない、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式10,205,600 102,056 同上

単元未満株式 普通株式    3,100 ― 同上

発行済株式総数 　　　　10,485,000 ― ―

総株主の議決権 ― 102,056 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株(議決権20個)が含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式19株が含まれております。

３　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

② 【自己株式等】

  平成30年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社
フジ・コーポレーション

宮城県富谷市
成田一丁目７－１

276,300 ― 276,300 2.63

計 ― 276,300 ― 276,300 2.63
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成30年５月１日から平成30年

７月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年11月１日から平成30年７月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年10月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年７月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 488,653 1,879,671

  売掛金 2,079,479 1,553,020

  商品 6,132,116 5,440,861

  未収入金 709,304 902,194

  その他 309,089 235,193

  貸倒引当金 △178 △178

  流動資産合計 9,718,464 10,010,761

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 6,131,185 6,131,185

    減価償却累計額 △1,018,044 △1,193,053

    建物（純額） 5,113,141 4,938,131

   土地 2,494,998 2,494,998

   その他 5,430,785 5,534,467

    減価償却累計額 △2,695,246 △3,046,231

    その他（純額） 2,735,539 2,488,235

   有形固定資産合計 10,343,679 9,921,365

  無形固定資産 368,907 322,249

  投資その他の資産 1,110,920 1,086,403

  固定資産合計 11,823,507 11,330,018

 資産合計 21,541,972 21,340,780
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年10月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年７月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 2,602,677 1,764,160

  短期借入金 400,000 ―

  1年内返済予定の長期借入金 326,666 326,666

  未払法人税等 461,912 433,319

  賞与引当金 66,170 23,690

  前受金 339,818 199,406

  その他 461,785 612,624

  流動負債合計 4,659,029 3,359,866

 固定負債   

  長期借入金 3,920,000 3,756,666

  退職給付引当金 194,094 208,494

  資産除去債務 198,720 196,545

  その他 477,065 443,067

  固定負債合計 4,789,880 4,604,774

 負債合計 9,448,910 7,964,641

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,236,515 1,236,515

  資本剰余金 1,273,115 1,273,115

  利益剰余金 9,602,459 10,871,045

  自己株式 △32,665 △32,849

  株主資本合計 12,079,425 13,347,827

 新株予約権 13,636 28,311

 純資産合計 12,093,061 13,376,138

負債純資産合計 21,541,972 21,340,780
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成28年11月１日
　至 平成29年７月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年11月１日
　至 平成30年７月31日)

売上高 24,182,413 25,707,951

売上原価 16,999,533 17,928,907

売上総利益 7,182,880 7,779,044

販売費及び一般管理費 ※1  5,340,958 ※1  5,417,930

営業利益 1,841,922 2,361,113

営業外収益   

 受取利息 3,777 3,490

 不動産賃貸料 13,660 25,380

 為替差益 2,449 1,910

 協賛金収入 55,355 ―

 物品売却益 15,149 18,288

 その他 26,845 21,034

 営業外収益合計 117,238 70,103

営業外費用   

 支払利息 4,060 3,046

 不動産賃貸費用 10,048 14,428

 その他 1,024 1,006

 営業外費用合計 15,132 18,481

経常利益 1,944,028 2,412,735

特別利益   

 固定資産売却益 545 1,174

 特別利益合計 545 1,174

特別損失   

 固定資産売却損 1,196 ―

 特別損失合計 1,196 ―

税引前四半期純利益 1,943,376 2,413,909

法人税等 621,222 788,018

四半期純利益 1,322,154 1,625,890
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期累計期間

(自 平成29年11月１日 至 平成30年７月31日)

税金費用の算出方法 　税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期利益に当該見積実効税率を乗じて計算する

方法を採用しております。
 

 

(四半期貸借対照表関係)

特記すべき事項はありません。

 

(四半期損益計算書関係)

　売上高の季節的変動

前第３四半期累計期間（自　平成28年11月１日　至　平成29年７月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平

成29年11月１日 至 平成30年７月31日）

当社の売上高は、冬季商品のスタッドレスタイヤ交換期にあたる第２四半期累計期間までに、売上高が著しく

片寄る季節的な傾向があります。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る減価償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成28年11月１日
至 平成29年７月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年11月１日
至 平成30年７月31日)

減価償却費 608,149千円 615,218千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成28年11月１日 至 平成29年７月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年１月27日
定時株主総会

普通株式 306,261 30.00 平成28年10月31日 平成29年１月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成29年11月１日 至 平成30年７月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年１月29日
定時株主総会

普通株式 357,304 35.00 平成29年10月31日 平成30年１月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、カー用品等販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成28年11月１日
至 平成29年７月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年11月１日
至 平成30年７月31日)

(1)　１株当たり四半期純利益金額 129円51銭 159円27銭

　(算定上の基礎)   

　 四半期純利益金額(千円) 1,322,154 1,625,890

　 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　 普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,322,154 1,625,890

　 普通株式の期中平均株式数(株) 10,208,712 10,208,679

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 129円46銭 159円09銭

　(算定上の基礎)   

　 四半期純利益調整額(千円) ― ―

　 普通株式増加数(株) 4,490 11,235

　 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
　 当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
　 株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの
　 の概要

― ―

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年９月12日

株式会社フジ・コーポレーション

取締役会  御中

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   瀬　　戸　　　　　卓　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   木　　村　　大　　輔　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジ・

コーポレーションの平成29年11月１日から平成30年10月31日までの第46期事業年度の第３四半期会計期間(平成30年５月

１日から平成30年７月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年11月１日から平成30年７月31日まで)に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジ・コーポレーションの平成30年７月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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